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鯉江です。どうぞよろしくお願いいたします。ただ
今、松本先生がすごい勢いで話されて、皆さんはお疲
れだと思います。彼は百年間を20分で話せと言われて
いたわけです。それに比べて、私は最近の４年間を20
分でお話すればいいので、25分の１のスピードで話し
ますので、皆さんにはゆっくりご理解していただきた
いと思います。
本日は、成長企業の条件とその条件の経営状況への
影響について、新潟県の製造業を事例として、お話を
させていただきます。論文は長岡短期大学地域研究セ
ンター『地域研究　Vol.10』に載せてありますので、
ご覧いただきたいと思います。
まず最初にお話したいことが幾つかあります。１つ
は企業の成長とは何かで、これにはいろいろな定義が
あると思います。例えば、シェアを大きくすることが
成長かも知れないし、利益を上げること、従業員を多
く雇うことかも知れません。そこで今回は利益を上げ
る、企業が生き残っていけることの重要性を考えてみ
たいと思います。
はじめに幾つかの文献調査を行いました。その結果、
現代における企業存続のための不可欠な条件を上げて
みたいと思います。まず、多品種少量生産と短納期、
価格競争力を持っていることです。これは、あくまで
も企業が存続するための重要な条件であることが文献
調査から、ある程度理解できました。
単にそれだけでは問題があるわけで、次に安定的に
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再び図表２をご覧ください。第四銀行や北越銀行、
北越製紙、北陸瓦斯などの明治、大正期に設立された
有力企業が順調に資本金を増やしていたことがみてと
れます。これとともに、戦中から戦後に設立された有
澤製作所や大島農機、歴世礦油などが、上位30位に位
置していることも注目すべきです。
図表３をご覧ください。昭和58年度以降、63年、平
成５年そして11年度の高額所得順のランクをみていき
ますと、上位には銀行をはじめとする金融業や、福田
組、本間組などの建設業が占めています。また、北越
製紙もほぼ一貫してランクしています。この一方で、
コメリや原信、日本精機、内田製作所（コロナ）など
戦後にベンチャービジネスとしてたちあげられた様々
な企業が順調に業績を伸ばし、株式上場を果たすなど
成長を遂げているのには注目すべきです。これらの企
業は、独自の技術、製品、サービスの開発に成功し、
新潟の産業発展の原動力としての役割を担っているの
です。
以上、駆け足でお話させていただいて恐縮ですが、
明治期から現在にかけて長期的視点をもって見てきま
すと、新潟県においては、様々なベンチャービジネス
がたちあげられて、これらが持続的に成長・発展を遂
げていったことが指摘できます。それらの企業を設立
して、経営を主体的に、かつ積極的に展開して成功を
おさめた企業家が多く存在していたのです。今後21世
紀の新潟県の産業の発展を展望する時、企業家精神に
みちあふれた企業家の登場と活躍がこれまで以上に重
要になってくると思います。
いかなる経営環境のもとでも新たなビジネスチャン
スをつかみ、イノベーティブに活動する企業家におい
ては、以下の３つのＣが必要不可欠な構成要素だと考
えます。まず１つ目は、新しい技術やマーケット、新
しい製品やサービスを開発していくという意味で
Creativeです。２つ目は、どんなに困難に見舞われて
も、積極的に果敢に挑戦していくChallengeです。こ
こに上げられた企業も順調に成長したとはいえ、様々
な苦労や困難に直面してきたわけですが、それを企業
家が旺盛にリーダーシップを発揮して乗り越えてきた
わけです。そして３つ目は、Co-operativeです。企業
家どおし、さらには企業家と行政、そして社会とが交
流、あるいは連携をより密にして、お互いの持ってい
る経営資源を結集して、新たなビジネスを生み出して
いくことが極めて重要になってくると思います。今後
の新潟県の産業発展、地域振興に担い手として、３つ
のＣをかねそなえた企業家の主導的な役割を果たすこ
とがますます必要不可欠になってくると思います。
あわせて、企業家の活動の支援する体制を整備する
とともに、こうした風土を醸成していかなければなら
ないこともつけくわえておきます。
成長企業の条件とその条件の経営状況への影響
長岡短期大学助教授　　　鯉江　康正
9成長していくにはどうしたらいいかです。製造業に限
定すると、決定的に重要なのは技術力です。これがな
いと競争の舞台に乗ることができません。続いて成長
していくには、製品の差別化ができているか、市場の
ニーズをとらえているか、あるいはマーケティング力
があるかどうか、以上が非常に重要な要因になると思
います。これらを総合的にひっくるめて、成長する企
業の要因になると考えます。
図をご覧ください。成長企業になるための具体的な
条件を示してあります。それを真ん中縦の５つのブロ
ックを台形が受けている形で、船をイメージしてつく
りました。船の底には、全ての企業に重要な要因をま
とめてあります。１つは、経営理念・経営目標の明確
化です。これが明確に示されていなければ、社員が一
丸となって働くことができませんので、必ず必要なこ
とだと思います。右側は将来に渡って重要になってく
ると思いますが、サステナブル社会と言われているよ
うに、今後は持続可能な社会を目指していかなければ
なりません。そこで重要なのは、企業市民の確立です。
将来は、企業が社会から無視されて利益だけを上げて
いけばいい社会ではなくなりますので、そのためには、
当然ながらものをつくった者は、最後の廃棄するまで
の責任を持ち、社会の一員として企業が生きていくと
いった発想でなければ、これからの企業は生き残るこ
とはできないと思います。
実際に成長するための条件について、ここに上げて
いる５項目は、多くの文献で共通している項目です。
１つ目はドメインの明確化です。それは、自分の企業
が何をするのかが明確かどうかです。特に、売上と収
益構造が明確になっているかが重要です。２つ目は、
コア・コンピタンスの明確化とアウトソーシングの追
求です。コア・コンピタンスは企業独自の技術力とい
う意味で、アウトソーシングは外の力をいかに利用す
るかです。つまり、自分のところだけ生きていこうと
しても、そううまくはいかない社会になってきている
わけです。３つ目は、情報技術融合型企業への転換で
す。最近は何でもＩＴと関連づけて騒いでいますので、
誤解が生じやすいところですが、全ての会社がＩＴに
関連したものをつくれと言う意味ではありません。あ
くまでも、情報をうまく使って製造していくことを示
しています。当然、ＩＴ化することで無駄も生じます
ので、その辺りは適宜選ぶ必要があると思います。４
つ目は、知識創造型企業への努力です。５つ目は、グ
ローバル・ネットワーク型企業への視点の明確化で
す。より大きな市場を見て、製品を販売していく必要
があると思います。つまり、従来は新潟だけで商売を
すれば良かったわけですが、黙っていても海外から安
い商品が入ってくる時代になったために、もはやグロ
ーバル・ネットワーク型にならざるをえない状況だと
思います。もちろん、企業の規模等に応じて、１項目
めから５項目めへ下がってくる傾向があると思います
が、全体的にこのようなことが言えると思います。
ただ、文献調査の結果で良く分かったことが１つだ
けあります。ほとんどが成長している企業へのヒアリ
ングだけなのです。実際のデータを使って分析をして
いる文献がほとんどありませんでした。そこで私は、
新潟県のデータを使って、この条件が本当にプラスに
働いているのかどうかを検証したいと考えました。
船の下にある図１－１をご覧ください。このデータ
の出所は、新潟県社会リサーチセンターから出された
新潟県会社要覧を基に、平成８年から10年の各期にお
ける対前年売上高が増加している企業割合をまとめた
ものです。会社要覧では、県内に880社程度あるので
すが、名前だけで全くデータを載せてない会社もあり
ますので、それを除くと749社になります。それが３
年分ありますので、749×３のサンプルを使って示し
たものです。横軸は工業統計調査による製造品出荷額
の平成６年から10年の年平均成長率を表したもので
す。この図の左側にある繊維・衣服はマイナス７％に
なっています。つまり、製造品出荷額が４年間で１年
平均７％ずつ減ってきたと見ることができます。ゼロ
の近辺を見ると、金属製品、食料品、製造業計、その
他とあります。産業を大きく分けているのは、新潟県
に限定していますので、企業数が少ないためです。ゼ
ロというのは、去年と今年と変わらない状況にあると
いう意味です。若干伸びているのが一般機械で、2.5％
強くらいのところにあります。さすがに時代の流れで、
電気機械が５％の成長を遂げています。この図から、
新潟県の繊維・衣服は壊滅的打撃だと良く言われる意
味が分かります。私も去年、いろいろな分析をして発
表しましたが、ややもすると、新潟県の繊維は全部潰
れてしまうと言われかねない状況にあります。ところ
が、縦軸の対前年売上高増加企業割合を見ますと、繊
維関連企業の32.1％で売上が伸びています。つまり、
繊維全体では出荷額で毎年７％ずつ落ちているが、企
業のうちの３分の１は売上を伸ばしていると見ること
ができます。他の産業については、一般機械を除いて
40から45％の間の売上の伸びを見せています。
右側にある図１－２をご覧ください。横軸は同じで
すが、縦軸は税引前利益が黒字である企業の割合を示
したものです。先ほどの繊維は50％です。つまり、繊
維産業のうち50％の会社は利益を上げ、黒字になって
います。これらの表から考えますと、そんなに街中で
落ち込む必要はないと思いますし、勇気を持っていた
だきたいと思います。また、他の産業部門は60から
70％弱の割合で利益を上げています。繊維と比べて、
そう変わらない数字ですし、結構利益が上がってきて
いる状況が分かります。もちろんリストラ等の問題は
ありますが、企業として存続しなければ、社員の家族
までも路頭に迷うことになりますので、うまく経営す
れば何とか生き残れると思います。
次に、左側の図２－１をご覧ください。これは本社
所在地による売上動向を示した表です。白い部分は売
上が増加している企業の割合で、本社が県外企業の場
合は44.7％、これに対して本社が県内企業は39.9％と
なっています。残念ながら新潟県は少し負けている状
況です。これに対して疑問をもたれる方もおられると
思います。そこで、上の図３－１の資本金規模による
売上動向をご覧ください。１億円未満で売上が増加し
ている企業は39.4％、１億円以上の資本金の企業では
45.5％です。やはり、資本金が大きい方が企業の競争
では有利だと言えます。実際に、これをクロスした集
計を行った結果、資本１億円以上の企業については、
新潟県に本社を置く企業の方が他の都道府県に本社が
ある企業より売上が伸びています。また、資本金１億
円未満の企業においては、かなりデータが読み辛い結
果になってしまいます。というには、平成７から10年
に渡って入手したデータでは、年々売上が減少してい
る企業が増えている状況です。それに伴って、利益の
データを載せていない企業がどんどん増えています。
確かに、企業の赤字を見せたくない気持ちは良く分か
りますが、それをやっていたのでは現実を直視できな
くなります。赤字だと載せれば取引ではマイナスにな
る可能性があるため、公表しないのはいいのですが、
本当に赤字の原因追求ができているかどうかには、甚
だ疑問があります。そういう体質が弱い企業を益々弱
くしている気がします。少し厳しい言い方ですが、企
業の方々にはその辺りについて、ぜひお考えいただき
たいと思います。
次に、図４－１をご覧ください。新潟県の会社要覧
には企業PRという欄があります。その内容を精査し
て、本当にPRしているか、技術力があるかを判断し
ているわけではありませんが、少なくともPRを載せ
ている企業については、自分の会社の状況が良く分か
っていると考えました。そこで、PRを載せていない
企業と載せている企業で売上を比較してみると、載せ
ていない企業で売上が増加している企業割合は33.3％、
３社に１社です。ところが、載せている企業の場合は、
43.5％が売上を増加させています。明らかに、企業PR
をする方、つまり、コア・コンピタンスなりドメイン
が明確化している方が売上を伸ばしている結果になっ
ています。
その下の図５－１新規分野への取り組みによる売上
動向をご覧ください。実は、新規分野といっても、な
かなかデータが入手できなかったので、実際には、も
のづくりや夢づくり、戦略技術開発研究などで、支援
を受けている企業と受けていない企業を比べて、新規
分野への取り組みという言い方をしました。それを見
ていくと、取り組み無しの企業で売上が増加している
企業が40.8％、取り組み有りの企業では44.0％で、企
業PRよりは差がありません。ただ、いろいろな支援
を受けるためには、自分の会社からある程度持ち出さ
なければならない構造ですし、全額支援でものをつく
れるわけではないのです。また、支援を受けて何かも
のをつくったからといって、すぐに結果として表れる
わけではありません。新しいものに取り組むことは、
将来に向けて企業体力をつけていくことですので、こ
の時点では、わずか３％の差しかありませんが、売上
が伸びている企業が多いことは、それなりに意味があ
ると思います。
右側の図は、同様の結果を税引前利益で、黒字と赤
字企業の割合を見たものです。この図から、企業PR
のある企業が明らかに高くなっていますし、図5-2も同
様に若干高くなっています。
以上のように、成長企業の条件を文献調査に基づい
てまとめました。さらに、マクロデータによる製造業
の現状を見てみました。これがプロット図の横軸に対
応するものです。また、企業個別データによる経営状
況を見た結果、企業は個々にばらつきがありますが、
総じて言えることは、情報を公開していない企業より
も積極的に情報公開している企業の方が利益を上げて
いたり、売上を伸ばしている傾向が明らかに見られま
す。したがって、国はじめ県で多くの支援制度がつく
られておりますので、１社でも多くの方が利用されて、
新潟県全体の産業が発展していくことを期待して、私
の報告とさせていただきます。
10
図 成長企業の条件とその条件の経営状況への影響
成長企業になるための条件
ドメインの明確化
・自らの企業の事業領域、とくに売上と収益の柱になって
いる製品が何なのかを認識することが重要
・新しい製品群＝市場を常に展望し、設備投資、人材開発
等に手を打つことが重要。とくにニッチ市場が舞台の企
業の場合には重要
コア・コンピタンスの明確化とアウトソーシングを追求
・独自の技術力、独自の製品、独自の研究開発力、独自の
マーケティング力さらには独自の情報力であったりする
が、いずれにしても、高度の専門的能力が必要
・アウトソーシングにより、コスト低減、短納期、柔軟性､
品質の確保を実現
情報技術融合型企業への転換
・ の活用－コンピュータ制御機械の利用－情CAD／CAM
報システム内蔵型製品（自動機器）づくり－情報ネット
ワークによる受発注など、設計から製造、仕入れ、販売
まで､情報技術を活用した生産・販売システムの確立
・俊敏性、柔軟性の確保やコスト低減の実現
知識創造型企業への努力
・技術進歩が激しく、少子高齢化が進むなかで、有能な人
材の確保と育成は企業にとって不可欠の条件
・社内人材だけでは対応できない場合には、大学等研究機
関との積極的連携・活用を図ることが必要
・独自の知識・情報の創造を行うことが新しい競争力を生
み出す条件
グローバル・ネットワーク型企業への視点の明確化
・工程間分業であれ製品差別化分業であれ、わが国にはな
い経営資源の確保
・どのような経営資源を活用するのか、どのようなネット
ワークづくりを進めるのか、検討が必要
経営理念・経営目標の明確化 企業市民の確立
・個々の必要条件をうまく進め、かつ見直 ・サステナブル・リージョンをめざして地
し、新しい方向への転換を図っていくた 域社会の改革に乗り出すために、企業家、
めには、その判断基準がなくてはならな 経営者が企業市民性を自覚し、積極的に
い。それが各企業の経営理念であり、経 環境負荷の小さい製品、生産システムそ
営目標である。 して社会づくりを進めたり、従業員が働
きやすく、有能な人材が集まる条件づく
り、ベンチャー起こしさらには美しいま
ちづくりなどへの自立的参加が望まれる。
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図１－１　業種別年平均成長率と売上高増加企業割合
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図１－２　業種別年平均成長率と利益発生企業割合
図２－２　本社所在地による税引き前利益状況
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図４－１　企業ＰＲ有無別売上動向
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図３－１　資本金規模による売上動向
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図５－１　新規分野への取り組みによる売上動向
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図２－１　本社所在地による売上動向
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